ほっとアスターデイサービス　　運営規定
（要介護）

○　当社では指定通所介護施設として介護サービスを提供し、そのサービスについて下記の通り掲示いたします。

当サービスの利用は、原則として要介護認定の結果、「要介護」と認定された方が対象となります。


要介護認定をまだ受けていない方でもサービスの利用は可能です。

１、事業者

（１）法人名　株式会社アスター　
（２）法人所在地　栃木県大田原市前田８６３－５　
（３）電話番号　０２８７－５４－０７６３

（４）代表者氏名　代表取締役　丹野　フサ子　
（５）業種　介護サービス事業　
（６）設立年月　平成１７年１月３１日

２、　事業所の概要

（１）事業所の種類　　指定通所介護事業所　平成１７年１０月１日指定　栃木県　第０９７１０００４９２号

（２）事業所の目的　　事業所は、介護保険法令に従い、ご契約者（利用者）が、その有する能力に応じ可能な限り自立した日常生活を営むことができるように
支援することを目的として、ご契約者に通所介護サービスを提供します。

（３）事業所の名称　　　ほっとアスターデイサービスセンター　
（４）事業所の所在地　　栃木県大田原市前田８６３－５

（５）事業所の電話番号　０２８７－５４－０７６３　事業所のＦＡＸ　　０２８７－５４－０７６４

（６）管理者の氏名　　　丹野　洋

（７）事業所の運営方針　利用者一人ひとりの個性と要望を大切にし、利用者及びその家族とのコミュニケーションに努め、利用者の生き生きとした生活づくりを援助します。

また、地域住民との交流に努めるとともに、地域の保健・福祉・医療サービスとの綿密な連携を図り、総合的なサービスの提供に努めます。

（８）開設年月日　　　　平成１７年１０月１日　（９）利用定員　２５人

（10）施設の概要　　　　通所介護サービス（通常規模事業所）の提供に当たり、当事業所は以下の施設、設備及び備品を整備しております。

	介護保険法で定められた施設
	食堂、機能訓練室、相談室、静養室、事務室

	その他の施設
	浴室、脱衣室、洗面所、便所、調理室、汚物処理室、洗濯室、その他

	主な設備・備品
	機械浴槽（リフト浴設備）、個別浴槽、一般浴槽（リハビリ浴槽）、車椅子、ベッド、歩行器、平行棒、パワーリハビリ機器、リハビリ用電動バイク、テーブル、イス、ソファ、カラオケセット、テレビ、車椅子対応送迎車両、その他


３、事業実施地域及び営業時間

（１）通常の事業の実施地域　　大田原市、那珂川町

（２）営業日及び営業時間
	営業日
	月曜日～土曜日（ただし、1月1日～１月3日は休業）

	営業時間
	午前８時３０分～午後５時３０分

	サービス提供時間
	午前９時３０分～午後４時３０分（7時間-8時間未満）


４、職員の配置状況

　当事業所では、ご契約者に対して指定通所介護サービスを提供する職員として、以下の職種の職員を
配置しています。

職員の配置については、指定基準を遵守しています。
	職種
	常勤専従職員
	常勤兼務職員
	非常勤専従職員

	1､管理者（センター長）
	
	１名（短期兼務）
	

	2､生活相談員
	１名
	１名（介護職兼務）
	

	3､看護職員
	
	1名（短期兼務）
	1名（訓練指導員兼務）

	4､介護職員
	3名
	１名（相談員兼務）
	

	5､機能訓練指導員
	１名
	
	1名（看護職員兼務）

	6､栄養士
	
	１名(委託)
	

	7､調理職員
	
	４名(委託)
	

	8､事務職員
	
	１名（短期兼務）
	


５、当事業所が提供するサービス

当事業所では、ご契約者に対して以下のサービスを提供します。

	サービス名
	内容

	1､送迎
	ご自宅から事業所までの送迎をいたします。ハイエース車で送迎するときは介助を１人配置し、他の車ではご契約者様の状態により介助を配置します。なお、通常の事業実施地域外からのご利用の場合は、交通費実費をご負担いただきます。
地域外より算出　１ｋｍにつき　３０円

	2､健康チェック
	ご利用日には必ず健康チェック（血圧、体温、脈拍等）を行います。

	3､入浴
	身体状況に応じた浴槽で入浴していただきます。ただし、利用日の体調によりシャワー浴または部分浴になる場合があります。

	4､食事
	栄養士のたてた献立表により、栄養ならびにご契約者の身体状況を考慮した食事を提供します。昼食のほかにおやつも準備しております。

	5､レクリエーション
	ご契約者の身体状況等に応じた運動や趣味活動、季節に合わせた行事など、ご契約者の希望を取り入れて豊かなレクリエーション活動を行ってまいります。

	6､生活相談
	ご家庭での介護のことはもちろん、それ以外の日常生活に関するご相談にも応じます。


６、（１）利用料

　　*1加算率9.0％　*2　7級地10.14円　　
	項　目
	要介護1
	要介護2
	要介護3
	要介護4
	要介護5

	保険の対象
	共通

サービス
	基本単位
	658
	777
	900
	1,023
	1,148

	
	加算
サービス
	個別機能訓練加算Ⅰイ
	56
	56
	56
	56
	56

	
	
	入浴介助加算
	40
	40
	40
	40
	40

	
	合　計
	754
	873
	996
	1,119
	1,244

	
	加算
サービス
	サービス提供体制

強化加算(Ⅰ)
	22
	22
	22
	22
	22

	
	
	介護職員処遇改善

加算(Ⅱ)　*1
	70
	81
	92
	103
	114

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	合　計
	846
	976
	1,110
	1,244
	1,380

	
	地区加算*2
	8,578
	9,897
	11.255
	12,614
	13,993

	
	1割負担分
	858
	989
	1,125
	1,261
	1,399

	保険の

対象外
	食　費
	750
	750
	750
	750
	750

	
	レクリエーション材料代
	実　費
	実　費
	実　費
	実　費
	実　費

	ご利用料金
	1,608
	1,739
	1,875
	2.011
	2.149
	


（注）1､利用料は介護保険の給付金額であり、自己負担額はその１割となっております。

2､介護保険の対象となるもののうち、【共通】とは、利用者全員に等しくご負担いただく利用料です。

また【加算】とは、入浴サービスを利用された場合にご負担いただく利用料です。


3､個別機能訓練は月曜日から土曜日に実施します。日曜日の訓練はありません。

4､ご契約者がまだ要介護認定等を受けていない場合には、サービス利用料金の金額をいったんお支払いいただきます。要介護認定等を受けた後、自己負担額を除く金額（利用料の９割）が介護保険から払い戻されます（償還払）。また、居宅サービス計画（ケアプラン）が作成されていない場合も償還払となります。償還払となる場合、ご契約者が保険給付の申請を行うために必要となる事項を記載した「サービス提供票証明書」を交付します。

5､介護保険からの給付額に変更があった場合、変更された額に合わせて､ご契約者の負担額を変更します。

6､介護保険の支給限度額を超えてサービスを利用される場合は、利用料の全額がご契約者の負担となります。

7、送迎費は、共通サービスに含まれます。

8、ハイエース車で送迎するときは介助を１人配置し、他の車で送迎するときは利用者様の状態により介助を配置します。
9、科学的介護推進体制加算40単位と個別機能訓練加算（Ⅱ）２０単位は月事の加算となります。
（２）自己負担の利用料金のお支払い方法　

ご利用月の利用料金の請求書を翌月１０日までにご契約者に送付しますので、１週間以内に、現金又は銀行等振込みによりお支払下さい。

（自動引落とし・・足利銀行、烏山信用金庫、那須信用金庫、那須野農業協同組合、那須南農業協同組合にご口座がある場合にはご利用できます。）

（３）利用の中止、変更、追加

①利用予定日の前にご契約者の都合により、通所介護サービスの利用を中止または変更、もしくは新たなサービスの利用を追加することができます。この場合にはサービスの実施日の前日までに事業所に申し出てください。

②利用予定日の前日までに申し出がなく、当日になって利用の中止の申し出をされた場合、取消料として下記の料金をお支払いいただく事になります。

	利用予定日の前日までに申し出があった場合
	無料

	利用予定日の前日までに申し出がなかった場合
	7５０円


③サービス利用の変更・追加の申し出に対して、事業所の稼働状況により、ご契約書の希望する日にサービスの提供ができない場合、他の利用可能日をご契約者に提示して協議します.
７、サービス利用にあたっての留意事項

	項目
	留意内容

	1､送迎時間
	道路事情、天候等により、予定時間が前後ずる場合があります。



	2､体調確認
	利用時に健康チェックを行いますが､居宅においての体調の変化、通院等がありましたら、必ずお知らせください。

	3､体調不良等による利用の変更・中止
	健康チェックで異常がある場合や健康状態がすぐれない場合には、サービスの中止または内容を変更することがあります。

	4､設備・器具の利用
	施設内の設備・器具は本来の用法に従ってご利用ください。これに反した利用により破損が生じた場合、賠償していただく場合がございます。

	5､勧誘活動
	施設内での当事業所の職員や他の利用者に対し、迷惑を及ぼすような勧誘活動（宗教活動、政治活動、営利活動）を行うことはできません。

	6､喫煙
	事業所内は禁煙となっております。喫煙はお控えください。


	7､食べ物･飲み物等の持込みについて
	基本的には禁止とさせていただきます。どうしても食べ物、飲み物を利用者に差し入れる場合には、必ず職員に一声かけて、余った飲食物を絶対に居室等に置いていかないで下さい。また、他の利用者（同室者等）には絶対に飲食物の差し入れはしないで下さい。（健康上の理由や、嚥下障害等の理由で食事制限等がされている場合があります。）衛生管理上連絡無しで居室等に置いてあった飲食物はすべて回収させていただきます。連絡がなかった飲食物による食中毒・誤飲等の事故に関しては、責任はとりかねます。



	8､金銭等について
	基本的には禁止とさせていただきます。どうしても持ち込む場合には紛失等の恐れがありますので金銭類は事務所にてお預かりします。

	9､迷惑行為等
	喧嘩、暴力、中傷、口論、雑音等、他の利用者の迷惑になる行為はお控えください。


８、協力医療機関および緊急時における対応方法

当事業所は、ご契約者の病状の急変等に対応するため、下記の医療機関と提携しています。

	協力医　江部医院
	栃木県大田原市黒羽向町６０

電話０２８７-５４-００１３

	那須赤十字病院
	救急搬送受入先機関　栃木県大田原市中田原１０８１-４

電話０２８７-２３-１１２２


①　利用者に病状の急変が生じた場合その他必要な場合は、看護師の指示により主治医に連絡を取り往診による診察もしくは、主治医の指示により救急車にて救急受入医療機関に搬送をいたします。

＊　急を要する状況により看護師の所見（主治医の指示無）で救急車を要請し救急受入医療機関へ搬送致します。

②　利用者が夜間急変した場合は、夜勤者が看護師に連絡を取り指示を仰ぎ、状況に応じ主治医にも連絡をとり往診してもらう。主治医と看護師が不在の場合には、管理者の判断にて、救急車を要請し救急受入医療機関に搬送いたします。
９、苦情の受付について

（１）当事業所における苦情やご相談は、以下の専用窓口で受付けます。

①苦情受付窓口（担当者）

　　　　　管　理　者　　　丹野　洋

　　　　　生活相談員　　　薗部　美幸　　　丸山　昌子
②受付時間　　　月曜日～土曜日　午前８時３０分～午後５時３０分

③苦情処理手順

　　　苦情受付後、生活相談員より苦情申出者もしくは、申出者ご家族に連絡をとり、直接利用者方に訪問し、詳しい事情を聞くとともに担当ケアマネージャーに連絡をする。

　　　事業所内にて管理者が主体となり、苦情対策委員会で苦情内容に対する適切な対応方法を検討し、結果を苦情申出者及びケアマネージャーに報告する。また、その都度記録を残し、再発防止に努めます。

（２）行政機関その他苦情受付機関

	大田原市役所

高齢者幸福課
	所在地　栃木県大田原市本町１－４－１

電話　　０２８７－２３―８７４０

	那珂川町役場

健康福祉課
	所在地　栃木県那須郡那珂川町馬頭４０９

電話　　０２８７－９２－１１１９

	国民健康保険団体連合会
	所在地　栃木県宇都宮市本町１２－１１栃木会館４階

電話　　０２８－６２２－７２４２

ＦＡＸ　０２６－６２２－７９６５


１０、秘密保持について

1 事業者及びサービス従事者は、サービスを提供する上で知り得た利用者又は、その家族等に関する情報を正当な理由なく第三者に漏洩は、致しません。

また、従事者が退職後についても同様とする。

2 但し医療上、緊急の必要性がある場合には、医療機関等に利用者の心身等の情報を迅速かつ正確に情報を提供いたします。

3 利用者に係わる居宅介護支援事業者等との連携を図るなどの正当な理由がある場合には、情報が用いられる利用者およびご家族に事前に同意を下記により得たうえで、個人及びご家族の情報を用いることができるものと致します。
11、緊急等時における対応方法
事業者及びサービス従事者は、利用者に急変等の病状が生じた場合やその他の対応が必要な場合、速やかに主治医あるいは医療機関への連絡を行う等の措置を講ずるとともに、管理者、担当する介護支援専門員、ご家族等に報告を行うものとする。
12、非常災害対策
サービス提供中に天災その他の災害が発生した場合、事業者及びサービス従事者は利用者の避難等の適切な措置を講ずる。また管理者は非常災害に関する具体的計画を立て、サービス従事者への周知徹底を図り協力機関等における連携方法を定めておく。同時に災害時には避難等の指揮を取り、事前に避難経路を確立しておくことで安全な避難誘導をするものとする。
非常災害に備え避難救出、その他必要な訓練を定期的 に（年2回以上）行うものとする。 
13、虐待防止に関する事項
当事業所は利用者の人権の擁護、虐待の発生又はその再発を防止する観点から下記の措置を講ずるものとする。
 一 虐待防止のための対策を検討する委員会（虐待防止委員会）を定期的に開催し、再発防止策について職員に周知徹底を図るものとする。
二 虐待防止における指針を整備する。 
三 虐待防止における定期的な研修を実施する。 
四 前３号に掲げる措置を適切に実施するため担当者を専任する。
サービス提供中に、当該施設職員又は養護者（利用者の家族等高齢者を現に養護する者）による虐待を受けたと思われる利用者を発見した場合、速やかに各自治体に通報するものとする。
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